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概要：大阪大学サイバーメディアセンターは，スーパーコンピュータ SX-ACE を中核とした計算機

利用サービスを展開している．本サービスにおいては，年間約 800 ユーザの申請受付，利用負担金

請求等の管理作業が必要となり，その作業負荷の増加が運用上の課題となっている．本稿では，当

該課題解決を目的として 2012 年 10 月に改良したユーザ管理システムについて紹介するとともに，

その成果について報告する． 

 

1  まえがき 
大阪大学サイバーメディアセンター（以下，本

センター) は，学内外の先端的重要研究拠点を支

えるための情報技術基盤として，大規模計算機シ

ステムを運用している．本センターの大規模計算

機システムは，NEC 製のベクトル型スーパーコン

ピュータ SX-ACE，PC クラスタシステムである

VCC および HCC で構成される． 

大規模計算機システムのユーザは年間約800人

を超え，年々増加傾向にある．利用には年度ごと

に申請が必要となるが，引き続き翌年度も利用す

る場合は，年度末に利用継続申請を行う必要があ

る．通常，ユーザ全体の 7 割が利用継続を行う． 

本センターでは，大規模計算機システムの利用

に対してユーザから年度毎に負担金を徴収してい

る．負担金額の設定[1][2]は複数存在し，計算機利

用量の多寡が異なる．これにより，ユーザは自身

の大規模計算機システムに対するニーズに応じて

負担金額を任意に選択することができる．その一

方で，センター担当者はユーザの登録作業ととも

に，負担金の請求手続きを行う必要がある．これ

らユーザ情報の登録・管理作業は，本センターが

開発した独自のデータベース及び管理ツールを用

いて本センター担当者が手作業で行っている．こ

の登録・管理作業は正確さが求められるため，担

当者の負荷が高く，さらに利用者の増加に伴い，

作業量も増加傾向にあった． 

こうした背景から，本センターでは 2012 年 10

月に，ユーザ管理システムの改善を行った．本稿

では，システムの改善内容，及び導入後の成果に

ついて報告する． 

2  問題 

2.1 旧ユーザ管理システムについて 

2012年 10月まで導入していた旧ユーザ管理シ

ステム「Devias」（以下，Devias) [2]とそれに付

随するシステム構成，業務フローを図１に示す． 

本センターの担当者はユーザ情報に関係する登録

作業や管理作業の全てを「Devias」にて行う．新

規申請を行う場合，ユーザは利用申請書を書面で

作成し，本センターに郵送する．その際自身の情

報，支払を行う際の責任者，所属する機関の経理

担当者の情報を記載の上，各人より押印をもらう

必要がある．本センターの担当者は送付された申

請書を元に，ユーザ管理システム「Devias」が提

供するウェブインターフェースを通じて，データ

ベースへのユーザ登録を行う．登録された情報は，

データベースを通じて，サーバ群（NIS サーバ，

メールサーバ，認証サーバ）へ配信され，大規模

計算機システムの各種サービスに使用される．登

録後は本センターより，大規模計算機システムの

利用アカウント情報と利用負担金の請求書が，ユ

ーザと経理担当者にそれぞれ郵送される．既に大

規模計算機を利用中のユーザが，利用途中で負担

金額を変更する場合や，個人情報の変更を行う場

合も，同様の申請手続きを行う．  

 
 

2.2 旧ユーザ管理システムの問題点 

旧ユーザ管理システムの管理・登録作業は，本

センターの担当者が申請書をもとに，全て手入力

で端末に情報を打ち込む必要がある．入力は全て

GUI で行えるものの，登録項目数は 1 申請あたり
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直感的に操作できるものにはなっていないことが

原因であり，改善の余地があると言える．現状は

マニュアルの作成や，電話での操作指示などで対

応している状態である． 

 

5.2 利用制度との連携 

改善後のシステムは，現行の大規模計算機運用

制度に則ったシステムである．そのため，下記の

ような制限がある． 

 
・計算機毎の利用量設定ができない． 

・規定額以外の負担金を申請できない． 

 
今後運用制度の変更があった場合は，逐次改善

を行う必要がある． 

 

6 むすび 
旧ユーザ管理システムにおいては，担当者とユ

ーザ双方に負担が多く，効率の悪いシステムであ

ったため，ユーザ管理システムの要件を検討の上，

改善を行った．その結果，管理作業の効率化，ユ

ーザ負担の減少，対応速度の向上といった業務改

善を達成できた．システムにおいては改善の余地

があり，引き続き作業効率化を検討の上，実施し

たい． 
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